
気になる中国・東南ｱｼﾞｱ情報2019－1月　　　FS中国・東南ｱｼﾞｱ研究会

2019/1/1 経済

2019/1/1 経済

2019/1/1 経済

2019/1/3 経済

2019/1/4 経済

2019/1/4 経済

＊日本の経営者が占う2019年度…貿易摩擦の長期化警戒
⦿景気（主要企業20人に2019年度の景気見通しを聞く、GDPの前年度比）
　◦日本（平均0.9%）
　　1.1%＝JR東日本。1.0%＝ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ、MS&AD、三井住友ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ、日本郵船、日立製作所。0.9%
＝第一生命、SOMPO、新日鉄住金、三菱UFJ。0.8%＝ｷﾘﾝ、三菱商事、JTB 、日本生命保険、住友
化学、JXTG、三菱重工。0.7%＝みずほ、三井住友ﾄﾗｽﾄ、0.6%＝野村　。
　◦米国（平均2.5%）
　　2､9%＝第一生命。2､8%＝三菱商事。2､7%＝みずほ、日本郵船、三菱重工。2､6%＝三井住友ﾄﾗｽ
ﾄ、三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ、新日鉄住金、JTB、日本生命保険。2.5%＝JXTG、MS&AD、住友化学、JR東
日本。2.4%＝SONPO、野村、三菱UFJ。2.1%＝日立製作所、ｷﾘﾝ。2.0%＝ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲ。
　◦中国（平均6.3%）
　　6.5%＝第一生命。6.4%＝三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ、新日鉄住金。6.3%＝三井住友ﾄﾗｽﾄ、MS&AD、日本
生命保険、JR東日本、野村、三菱重工。6.2%＝JXTG、三菱商事、ｷﾘﾝ、みずほ、JTB、住友化学、日
本郵船、日立製作所、三菱UFJ。6.1%＝SOMPO。6.0%＝ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ。

＊東南ｱｼﾞｱ環境都市へ協力…政府、26都市開発　中国に質で対抗
日本政府はASEANに加盟する国の26都市でAIやITを活用したｽﾏｰﾄｼﾃｨの開発協力に乗り出す。都
市人口の急増による交通渋滞の緩和など街の機能を効率化し、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量を減らしたり、生活
の質を高めたりする事業を支援する。ｱｼﾞｱのｲﾝﾌﾗ整備で影響力を強める中国に質で対抗する。
・ﾍﾞﾄﾅﾑは首都ﾊﾉｲで交通管理ｼｽﾃﾑの設計・構築の技術支援、交通ｼｽﾃﾑを一元管理する司令ｾﾝ
ﾀｰ、消防・救急などの緊急時対応や犯罪防止のｼｽﾃﾑつくりなど
・ﾐｬﾝﾏｰのﾏﾝﾀﾞﾚも交通渋滞緩和のﾃﾞｰﾀ分析、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｼﾞｬｶﾙﾀは交通機関の料金のｷｬｯｼｭﾚｽ
化。

＊中国景況感　悪化止まらず…12月、2年10ヵ月ぶり水準　貿易戦争響く
中国の国家統計局が31日発表した2018年12月の製造業購買担当者景気指数（PMI)は前月に比べ
0.6ﾎﾟｲﾝﾄ低い49.4だった。4ヵ月連続の低下で2年10ヵ月ぶりに沈み、好不況の節目である50を割り
込んだ。
・落ち込みが目立ったのは輸出入に関連する指数だ。輸出は46.6と7ヵ月連続で50を下回った。輸入
は45.9で6ヵ月連続の50割れ。
・19年の経済運営方針を決める中央経済工作会議は「さらに大規模な減税を実施する。
・中国は19年1月から最高人民法院（最高裁）に知的財産権を巡る紛争専門の法廷を設けるなど、
米国の要求に沿った措置を相次いで打ち出している。
・習政権はある程度譲歩しても、米国との合意を急ぐとの観測が浮上。

＊ﾃﾞｰﾀ取引で国際ﾙｰﾙ…WTOが初、中国念頭
世界貿易機関がﾃﾞｰﾀを使うﾋﾞｼﾞﾈｽの国際的なﾙｰﾙを作る。国家が個人や企業の情報検閲などで過
度に介入すると競争環境がゆがむ為、国によるﾃﾞｰﾀ開示要請を禁止することをめざす。ﾃﾞｰﾀ管理を
強める中国など念頭におく。経済活動の中心がﾓﾉやｻｰﾋﾞｽからﾃﾞｰﾀへと移行するなか、WTOとして
初めてﾃﾞｰﾀ通商分野のﾙｰﾙつくりに乗り出す。
・中国は17年に安全保障を理由にｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰ法を制定。外国企業が中国内で集めた顧客情報
や現地法人の顧客情報を持ち出すことを禁じた。
・日本はﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの設計図であるｿｰｽｺｰﾄﾞや実行手順のｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑについて、国家による企業秘密
の開示要請を禁じることを提案。米欧も同調。

＊ｱｯﾌﾟﾙ　中国で逆風…ｽﾏﾎ部品企業に打撃
米ｱｯﾌﾟﾙは2日、2018年10～12月期の売上高を下方修正した。世界最大のｽﾏﾎ市場の中国での販
売減が響いた。高級機種が中心のｱｯﾌﾟﾙの中国市場での苦戦は、色濃くなってきた中国の景気減
速を市場関係者に改めて意識させることになった。今後は部品や設備の供給を担う日本やｱｼﾞｱの
企業への影響にも、関心が集まりそうだ。
・ｽﾏﾎの売れ行きは、本体の加工に使う日本製の工作機械の需要も左右する。日本工作機械工業
会によると、ｽﾏﾎなど電気・精密向けで中国からの18年11月の受注額は、前年同月比90.6%減だっ
た。

＊中国企業、雇用に慎重姿勢…IT・製造業で人員整理
中国の雇用に変調の兆しが表れている。一部の求人ｻｲﾄでは掲載情報が3割減り、企業の2割が求
人を減らす方針を示している。これまで雇用が伸びてきたITや不動産で人員削減に動いているのが
背景だ。米中貿易戦争の行方次第では製造業にもこうした動きが広がりかねず、当局はﾘｽﾄﾗを見
送った企業の優遇など雇用の下支えに乗り出している。
・中国国務院は18年12月5日に雇用安定に関する「意見」を発表。19年に人員削減を見送った企業
には雇用保険料の5割を還付する。「6つの安定」を維持する中で、「貿易」「投資」「金融」など差し置
いて「就業」が筆頭に挙げられた。
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＊中国ﾈｯﾄ通販が小売り業界の「主役交代」を招く
米国ではｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄｺﾑの台頭で既存の小売業を揺るがす「ｱﾏｿﾞﾝ・ｴﾌｪｸﾄ」が猛威を振るう。19世紀
末に創業した小売りの名門、米ｼｱｰｽﾞ・HDは昨年10月経営破綻。2017年には家電量販店のﾗｼﾞｵ
ｼﾞｬｯｸや玩具販売のﾄｲｻﾞﾗｽが退場を迫られた。小売り全体を占めるﾈｯﾄ通販比率が約2割の中国で
は、ﾈｯﾄ勢が実店舗を構える小売り大手を飲み込む。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団は17年、百貨店大手銀泰商業集団を198億香港㌦（約2870億円）で買収した。同業の
京東集団も15年に43億元（約700億円）を投じ、大手ｽｰﾊﾟｰの永輝超市と資本提携を結んだ。
・永輝の店舗はﾈｯﾄで注文を受けた商品を集配する「倉庫」に近く、もはや買い物の場では無くなり
つつある。ﾈｯﾄ通販の急速な普及が「主役交代」を招く。

＊景気減速　ちらつく不安…企業ﾄｯﾌﾟ　新年祝賀会
◎「中国減速　これから」「円高　訪日消費に影」「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ進歩　商機」
　景気について、経営者の見方は分かれた
　「安定見込む」
　・JXTC-HD（杉森務社長）＝米中貿易戦争で日本の実態経済は傷んでいない。一時的に景気が
悪くなっても、改善していく。・村田製作所（村田恒夫会長）＝貿易摩擦の影響は不透明。一概に悪く
なるとは思わない。自動車などは堅調な成長を期待。・ANA－HD（片野坂真哉社長）＝穏やかな景
気回復が続くだろう。航空の需要は堅調で減速しないとみている
　「貿易摩擦に不安」
　・神戸製鋼所（山口貢社長）＝米中貿易摩擦の影響で実体経済に関係なく株価が下がり、経済が
停滞する懸念がある。・三井物産（安永竜夫社長）＝米中問題の新興国への波及を懸念。・
SONPO-HD（桜田謙悟社長）＝19年は不確実性が高まり、投資家や起業家は慎重になるだろう。・ｱ
ﾙﾌﾟｽｱﾙﾊﾟｲﾝ（栗山年弘社長）＝電子部品業界にﾎﾞﾃﾞｨﾌﾞﾛｰのようにきく。・三菱電機（柵山正樹会
長）＝ﾌｧｰｳｪｲに通信機器を納入。問題が深刻になれば影響あり

＊中国新車販売6年ぶり減少
ﾎﾝﾀﾞは5日、中国での2018年の新車販売台数（小売り台数）が17年実績比1.7%減の143万2291台
だったと発表した。通年でのﾏｲﾅｽは12年以来6年ぶりだ。景気減速で中国の新車市場全体は18年
にﾏｲﾅｽ。ﾎﾝﾀﾞの販売も伸び悩み、主力車がﾘｺｰﾙ問題に絡み一時販売停止に追い込まれたことが
響いた。

＊再生医療　商用段階に…患者2500万人　膝治療で実用化
再生医療が商用化の段階に入る。高齢化などに伴う膝関節の病気に企業が相次いで再生医療を
応用する。ｸﾞﾝｾﾞは軟骨の再生を促す素材を欧州で発売。ｵﾘﾝﾊﾟｽや中外製薬は培養した軟骨を使
う方法の実用化を急ぐ。膝関節の病気は日本人の5人に一人が患うため、その治療は再生医療の
本丸と目されている。治療法が浸透し関連産業が活性化すれば、再生医療で日本が世界をﾘｰﾄﾞす
る可能性もある。

＊ﾏｶｵ、ｶｼﾞﾉ収入14%増…昨年4兆円「反腐敗」影響和らぐ
ﾏｶｵ政府がまとめた2018年の賭博業収入は3028億ﾊﾟﾀｶ（約4兆円）と17年に比べて14%増えた。前年
を上回るのは2年連続。ｶｼﾞﾉ運営大手が相次ぎ新施設を開業し、中国人客が増えた。中国の反腐
敗運動の影響が和らぎ、ｶｼﾞﾉ収入がﾋﾟｰｸ時の8割までに回復した。19年は米中貿易戦争を受けて、
消費の勢いが鈍るとみている。
・ﾏｶｵは市場規模がﾗｽﾍﾞｶﾞｽの約3倍と世界一を誇る。
・2年連続ﾌﾟﾗｽになったのは、家族づれでも楽しめる劇場やﾌﾟｰﾙ、ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰなどを併設したﾘ
ｿﾞｰﾄ施設が充実。

＊中国「背伸び消費」曲がり角…ｽﾏﾎや車、不振鮮明「不動産失速」
中国の個人消費が振るわない。米ｱｯﾌﾟﾙの業績下方修正の主因となったｽﾏﾎだけでなく、自動車販
売も大幅な減少が続く。中国当局が景気対策で家計に借金をさせ、ﾏﾝｼｮﾝなど資産価格高騰が演
出した「背伸び消費」が曲がり角をを迎えた。
・原因の一つが15年の景気対策の反動だ。上海株式相場の急落や人民元切下げがもたらした市場
不安を抑えるため、当局は大都市で住宅ﾛｰﾝの融資基準を緩め、地方都市では低所得者に立ち退
き費用として現金を渡してﾏﾝｼｮﾝを買わせた。

＊中国　半導体育成に逆風…米中摩擦、国際分業に影「UMCが協力縮小」
中国の習近平最高指導部が推進する半導体産業育成への逆風が強まっている。米国が台湾から
の技術導入にくさびを打ち、台湾の聯華電子（UMC)が中国の目玉ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの支援縮小に動い
た。米中のﾊｲﾃｸ覇権争いは両国以外の企業も巻き込み、最適な国際分業や企業間協力をゆがめ
る危うさも抱える。
・中国は半導体の国内自給率70%を目標に挙げるが、足元では1～2割にとどまる。
・台湾経済研究院の劉佩真氏は「既に台湾から大量の技術者が中国に渡っている」と話す。
・UMCは台湾大手で最も中国に協力的だった。

＊東南ｱｼﾞｱ新車販売5%増…11月、通年では最高も
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の2018年11月の新車販売台数は約31万7千台前年同月比
5%増えた。ﾀｲ（21%増）とﾍﾞﾄﾅﾑ（2ｹﾀ増）が好調で８ヵ月連続のﾌﾟﾗｽ。1～11月の販売台数は前年同
期比6%増の約324万8千台。
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＊免疫薬、ﾒｶﾞ再編促す…製薬大手　続く争奪戦「武田、ｼｬｲｱｰ買収完了」
次世代のがん免疫薬が製薬会社のﾒｶﾞ再編を促し始めた。「がん免疫薬は重要な主力分野。革新
性の高い薬を作るため、次世代の開発に投資している」武田のｸﾘｽﾄﾌ・ｳｪﾊﾞｰ社長は、ｼｬｲｱｰの買
収に関する記者会見で語った。
・武田は「ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾟ」に代表されるがん免疫薬の分野で出遅れたため、外部との提携で開発力を高
めてきた。
・武田はｼｬｲｱｰの高収益製品で稼いだ資金を元に、画期的な免疫薬を開発するのが武田の狙い
だ。
・がん免疫薬の種類＝①CAR-T（関係企業「ﾉﾙﾊﾞﾝﾃｲｽ、ｾﾙｼﾞｰﾝ」・遺伝子操作による）。②抗体医
薬 （関係企業「小野薬品工業、ﾒﾙｸ」・ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾟが代表）③ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ（関係企業「ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞﾘｰﾑ、BMS」・ﾍﾟ
ﾌﾟﾁﾄﾞや核酸利用）。④低分子医薬（関係企業「ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ、ｲｰﾗｲ･ﾘﾘｰ」・ｺｽﾄ安いが効果は限られ
る）

＊染料、中国環境規制で高騰…工場停止相次ぐ「車の内装材にも波及」
繊維の色を染めるのに使う染料が高騰。染料関連業界では環境規制の影響が長引きそうだ。中国
では、18年4月に一部の中小企業が基準を守らず、排水を垂れ流していたことが発覚し、工場への
査察を強化。染料の主産地である江蘇省連雲市の工業団地では、同月から排水基準を満たさない
約200社の工場が操業停止に追い込まれた。衣料用の代表的な染料では、中国が世界の7割を生
産するとされる。三原色のひとつで需要の多い青色の品薄は深刻だ。卸値は1㌔1万千円前後と18
年の4月の倍近い。
・中国の企業が最終製品になる前の「中間体」と呼ぶ製品を作らなくなったことも響いている。

＊中国企業「対米投資減」33%…日本の対中投資「増やす」14%止まり
日中韓の経営者に19年ﾋﾞｼﾞﾈｽの不安要因を聞いたところ、日本では「米中の保護主義の強化」が
67%で最も多く、「中国の経済成長の鈍化」が50%で続いた。三井物産の安永竜夫社長は既に「企業
の間で設備投資の抑制の動きがあり、景況感は悪化している」と指摘し、世界的な景気の減速を懸
念する。
・中国企業の19年の投資は33%が対米投資を18年比で減らす。増やすと答えた企業は22%を大きく
上回った。日本企業の19年の対中投資は18年比で「増やす」と答えた企業は14%に留まった。さらに
米国への投資も「増やす」が17%だった。
・中国市場では米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰの販売が通年で3割減。日産が昨年末から約2割減産するなど実体
経済に影響が大きく出始めている。
＊日本企業「親中離韓」へ…元徴用工問題など響く
2019年の日中韓の経営者に尋ねたところ、日本企業の「親中離韓」が一段と進む見通しが鮮明に
なった。日韓関係が今後悪化すると答えたのは日本で53%、韓国で54%に達した。要因として日本の
69%、韓国の45%が元徴用工問題を挙げた。
・19年に設備投資を増やすべき国はどこかを聞いた質問でも、「韓国」と回答した企業はｾﾞﾛ。
・対照的に日中関係が改善を見込む声が多かった。日本の45%、中国の77%が、今後も関係は改善
すると予想した。
・中国企業の50%は日中関係が改善する要因として「観光・民間交流の拡大」を挙げた。また、「日本
でｷｬｯｼｭﾚｽの決済のｲﾝﾌﾗが整えば、消費額は拡大する」とｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団の日本法人の加山誠社長
が指摘する。

＊米中貿易　追加関税で減速「対中　大豆や車4割減、対米ﾛﾎﾞ5割超減」
米国と中国の貿易が互いの追加関税で急減速。中国の対米輸出で追加関税の品目は既に減少に
転じ、直近の下げ幅で産業用のﾛﾎﾞｯﾄなど5割を超えるものもある。米国の対中輸出も大豆など対象
品目は約4割減った。
・日本の工作機械の対中輸出は18年11月は前年同月比67%も減った。三菱電機など米向けの生産
拠点を中国外に移す動きも出も出始めた。対中依存度の高い韓国の景気減速も鮮明だ。

＊日中韓経営者　7割超…「貿易戦争　今後さらに悪影響」
「日中韓経営者ｱﾝｹｰﾄ」で、各国とも7～8割の経営者が、米中貿易戦争は今後さらに自社のﾋﾞｼﾞﾈｽ
に悪影響を及ぼすと答えた。日本で79%、中国で73%、韓国で81%に上った。各国の経営者が先行き
の一段の不安を抱えている実感が浮き彫りだ。

＊香港ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ…18%増　2600社超に
香港のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が増えている。2018年11月時点の企業数は2625社と17年に比べ18%増加し
た。ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟで働く人も1.5倍になった。香港政府が起業を手厚く支援しており、一定の成果を上げ
た。業種別にはﾌｨﾝﾃｯｸ16%、EC・物流が11%、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄｻｰﾋﾞｽが11%を占めた。賃料や人件費が高い
という課題も指摘されている。

＊ﾄﾖﾀ、中国販売14%増…昨年　関税下がり高級車好調
ﾄﾖﾀ自動車は8日、2018年の新車販売台数が17年実績比14.3%増の147万4500台だったと発表した。
市場は縮小傾向だが、6年連続で前年実績を上回り過去最高を更新した。中国の関税の引き下げ
が追い風となった。車種別では、17年末にﾌﾙﾓﾃﾞﾙﾁｪﾝｼﾞしたｾﾀﾞﾝ「ｶﾑﾘ」が97.3%増の15万８千台。18
年7月に値下げしたﾚｸｻｽは20.8%増の16万500台。日系ﾒｰｶｰの4社の明暗が分かれた。日産も過去
最高を更新した。ﾎﾝﾀﾞは6年ぶりにﾏｲﾅｽ、ﾏﾂﾀﾞは5年ぶりにﾏｲﾅｽのなった。
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＊工作機械受注12%減…貿易戦争で中国向け失速
日本工作機械工業会の飯村幸生会長（東芝機械会長）は9日、2019年の年間工作機械受注額が前
年実績（推定）に比べ12%減の1兆6千億円に留まると発表した。「潮目が変わり、軟調な部分が見え
始めている」と受注環境についてこう述べた。1兆6千億円でも過去3番目の高水準ではあるものの、
前年比の減少は3年ぶり。
・工作機械業界は、2年間、異次元の好況下にあった。そのけん引役だったのは中国だ。中国で製
造される製品の性能が上がり、日本製の高性能な工作機械への需要が急増。その中国向けが景
気減速や米中貿易戦争の影響を受け、急失速している。

＊中国、中古車市場が急拡大…昨年販売13%増へ
中国の中古車市場急拡大している。2018年の販売台数は17年実績比で約13%増の1400万台に達
する見込みで、5年前に比べ約3倍となる。28年ぶりに前年割れが見込まれる新車市場とは対照的
だ。ｽﾏﾎを使った中古車売買ｱﾌﾟﾘが続々と登場し、販売を後押ししており、同ｱﾌﾟﾘを運営するｽﾀｰﾄ
ｱｯﾌﾟ企業が勢いを増す。世界最大の新車市場にも影響を与えそうだ。
・ｽﾏﾎｱﾌﾟﾘが従来の中古車販売のｲﾒｰｼﾞを大きく変えた。車を売りたくなれば、「瓜子（ｸﾞｩｱｽﾞ」のｱﾌﾟ
ﾘに自分の車の写真や基本情報を登録し、「瓜子」側の査定を受ける。査定後、ｱﾌﾟﾘ上に自分の車
の情報が公開される。
・ｽﾃｰﾀｽとして中古車を恥じる時代が終わった。「車は長期保有するものでなく中国では、消耗品と
して中古車が支持され始めた」と説明。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑへの投資　最高…昨年2兆円　中国から生産移転
ﾍﾞﾄﾅﾑ政府は2018年に同国で実行された海外直接投資（FDI)が前年比9.1%増の191億㌦（約2兆600
億円）に達したと発表した。6年連続で過去最高を更新した。ﾍﾞﾄﾅﾑは東南ｱｼﾞｱ主要国で最高水準
の実質成長率を続け、外資を呼び込んでいる。米中戦争貿易が長引けば、中国からの生産拠点の
移転も一段と増えそうだ。
・みずほ総合研究所は米中貿易戦争でﾍﾞﾄﾅﾑがｱｼﾞｱで最も大きな経済面での好影響を受けると分
析。実質成長率を0.5%ﾎﾟｲﾝﾄ程度引き上げる効果がある。

＊米、技術流出規制一段と…中国念頭、日本も対象
米国が先端技術の国外流出に幅広く網をかける。安全保障を目的とする国防権限法に基づき、AI
やﾛﾎﾞｯﾄなど先端技術に関して輸出と投資の両面で規制を大幅に強める見通しになったためだ。将
来の技術覇権を狙う中国を念頭に置くが、規制の対象国に線引きはなく、米中両国で取引がある日
本企業も対象になる。日本政府は米政府に情報提供を求める方針だ。
〇米国が輸出・投資規制を強める先端１４分野
　・AI、ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ、測位技術、ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻｰ、先進ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾃﾞｰﾀ分析
　　量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ、輸送関連技術、３Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ、ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ、
　　脳とｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの接続、極超音速、先端材料、先進ｾｷｭﾘﾃｨ技術

＊深圳初のｱｲｽﾃｨｰ…SNS映え　若者つかむ
中国で見た華やかなｱｲｽﾃｨｰが流行している。お茶にｸﾘｰﾑﾁｰｽﾞや果物をﾄｯﾋﾟﾝｸﾞした様子が「SNS
映え」するため、20歳代の女性を中心に人気だ。
・火付け役は南部の広東省深圳市の企業が運営する「喜茶（HEITEA)」と「奈雪の茶」の２つの専門
店。上海や北京市に進出しつつある。18年12月上旬週末の深圳。喜茶は店外まで行列が続き、30
分ならんでようやく商品を購入。
・ｳｰﾛﾝ茶や緑茶、紅茶などお茶の種類を選び、ｸﾘｰﾑﾁｰｽﾞｿｰｽを載せ、ﾏﾝｺﾞｰやｲﾁｺﾞの果肉をﾄｯﾋﾟﾝ
ｸﾞーー。1杯20～30元（約300～500円）で購入できる。

＊動画授業　教育格差に挑む…ｱﾌﾟﾘ活用　地方に配信
ｲﾝﾄﾞでｵﾝﾗｲﾝ教育ｱﾌﾟﾘ「ﾊﾞｲｼﾞｭｰｽ」が急成長。教育環境が不足がちな地域も多い同国で需要をつ
かみ、企業価値が10億㌦（約1100億円）以上の未上場「ﾕﾆｺｰﾝ」に躍進。ｲﾝﾄﾞで続々と誕生している
社会問題解決型のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の代表格になった。動画技術なども駆使した独自の教育法と英
語での授業を強みに、世界に市場を広げる計画だ。ｲﾝﾄﾞ発のﾕﾆｺｰﾝが世界でどこまで羽ばたける
かが注目。
・運営会社ｼﾝｸ・ｱﾝﾄﾞ・ﾗｰﾝ創業者のﾊﾞｲｼﾞｭｰﾗﾋﾞｰﾝ・ﾄﾞﾗﾝCEOは「試験の為に暗記させるのではなく、
理解を深めることに力を入れている」と話すｶﾘｽﾏ講師だった。
　ｼﾝｸ社の社員は約3200人。動画やｱﾆﾒの製作ｽﾀｯﾌ、IT技術者など多くを抱え、ｺﾝﾃﾝﾂ制作に強み
を持つ。

＊ｱｯﾌﾟﾙ不振、企業に打撃…株価、雇用調整も
米ｱｯﾌﾟﾙはｽﾏﾎ「iPhone」の新型3機種の生産台数を1～3月に当初計画から10%程度減らす。その余
波が電子部品ﾒｰｶｰなど取引先企業に広がった。日本企業を含む関連銘柄の株価は昨年は10月か
ら軒並み下落し、工作機械受注にも影を落とす。世界最大の中国のｽﾏﾎ市場での販売減が、
iPhoneの売上高だけで年間約18兆円に上る「ｱｯﾌﾟﾙ経済圏」を揺るがしている。
〇「ｱｯﾌﾟﾙ関連銘柄」は世界的に下げが目立つ（ｶｯｺ内株価騰落率、▲ﾏｲﾅｽ）
 米国＝ｱｯﾌﾟﾙ（▲35.0%）、ﾏｲｸﾛﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ（▲25.3）、ﾃｷｻｽ・ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾄ（▲12.8）
 日本＝日本電産（▲25.5）、TDK（▲38.2）、村田製作所（▲18.8）
 韓国＝ｻﾑｽﾝ・ｴﾚｸﾄﾛﾒｶﾆｸｽ（▲28.5）、ｻﾑｽﾝ電子（▲13.3）、SKﾊｲﾆｯｸｽ（▲11.3）
 台湾＝鴻海精密工業（▲25.9）、TSMC（▲17.1）、大立光電（▲10.3）
 世界の株価全体（▲１0.7 )
＊ｾﾝｻｰ　ﾍﾞﾄﾅﾑに移管…ｵﾌﾟﾃｯｸｽ　制裁避け中国から
ｵﾌﾟﾃｯｸｽは米政府による中国製品への制裁関税を受け、中国で生産する防犯ｾﾝｻｰや自動ﾄﾞｱｾﾝ
ｻｰを3月までにﾍﾞﾄﾅﾑに移す。中堅企業にも中国から他国へ移す動きが広がってきている。ｵﾌﾟﾃｯｸ
ｽｸﾞﾙｰﾌﾟは55%の中国での生産を40%にし、5%のﾍﾞﾄﾅﾑ生産を20%に引き上げ、貿易ﾘｽｸに対処する。
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2019/1/13 経済 ＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ経済圏　異形の膨張続く…国家の影　色濃く「6億人の情報」
ｽﾏﾎ決済を軸に、通販や生鮮ｽｰﾊﾟｰ、金融、医療など、生活全てをｶﾊﾞｰするｻｰﾋﾞｽを提供する。利
便性の代償は個人情報だ。購買履歴や関心、生体認証など、膨大なﾃﾞｰﾀの一部は当局にも流れ
る。杭州市のｹﾝﾀｯｷｰ・ﾌﾗｲﾄﾞ･ﾁｷﾝの店舗。注文した女子学生がﾚｼﾞの端末をのぞき込むと、画面に
「支払い終了」と表示された。顔認証で払える無人ﾚｼﾞだ。ﾚｼﾞを開発したｱﾘﾊﾞﾊﾞは、顔などの生体
ﾃﾞｰﾀを抱える。それだけではない。購買情報、学歴や資産、通院や投薬歴など、6億人の顧客情報
を抱え込むことで、AIなどの技術で世界の最先端を走る。
・海外から懸念されても中国企業が共産党を拒む選択肢はない。当局の情報収集に協力するよう
義務付けされた。米国などの警戒を招きかねない。

＊習主席が挑む「持久戦」…創立記念日は7月1日
最近になって分かったのだが、建国の父である毛沢東が抗日戦争時の38年5月に書いた「持久戦
論」読み返した時だ。「今年7月1日は中国共産党の創立７周年の記念日である」。毛はこう記してい
る。共産党の第1回の党大会の日を覚えておらず、ひとまず7月1日としたらしい。
・強い日本に弱い中国が勝つのはどうすればいいのか。「持久戦論」は毛が打ち出した対日戦略の
集大成である。
「具体的には、日本が攻め込んできても始めは決戦を避け、戦略的な「防御」に徹する。次に日本と
「対峙」する段階に入り、この間に国際情勢を含め、有利な状況を作り出す。そして最後に、日本の
体力が弱まったところで「反攻」に出るーー」。
・背後には、米国の攻勢に手を焼く習近平主席や指導部の意向がちらつく。党の宣伝部門に属する
ある幹部は「持久戦論」は今も学ぶべき文献と認める。
・「中国は持久戦の準備に入った」と外交学院の周永生教授は言い切る。慶応大の加茂教授は「日
本との関係もさらに改善させるのが中国の基本戦略」と言う。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・CTｺｰﾌﾟ　停滞消費　小売りの雄挑む…ﾚｼﾞｬｰ核に複合開発
小売りを中心とするｲﾝﾄﾞﾈｼｱ財閥、CTｺｰﾌﾟはｽｷｰ場やﾃｰﾏﾊﾟｰｸなどﾚｼﾞｬｰ施設を核とする複合開発
を進める。2021年にも第2の都市ｽﾗﾊﾞﾔに国内初の屋内ｽｷｰ場を備えた商業施設と住宅の複合施
設を開業する。同国では個人消費の伸びの鈍化とﾈｯﾄ通販の拡大が鮮明だ。ｸﾞﾙｰﾌﾟの総合力を生
かして、通販にない魅力を備えて集客する小売店改革を加速する。
・CTｺｰﾌﾟは1987年ﾊｲﾙﾙ・ﾀﾝｼﾞｭﾝ会長が創業。国内大手財閥よりも新興勢力で、同国では珍しい非
華人系ﾄｯﾌﾟの財閥だ。
＊久光薬、純利益16%減…3～11月　医療用医薬品が不振
久光製薬が11日発表した2018年3～11月期の連結決算は、純利益前年同期比16%減の1343億円
だった。主力の医療用医薬品が薬価引き下げや後発薬の台頭で苦戦した。「ｻﾛﾝﾊﾟｽ」など一般用
医薬品は伸びたが、医療用の不振を補えなかった。売上高は6%減1025憶円だった。全体の約6割を
占める医療用医薬品は11%の減収。薬価改定の影響などで振るわなかった。

＊台湾IT、12月1.3%ﾏｲﾅｽで約2年ぶり減収…ｽﾏﾎ失速や貿易摩擦
世界のIT景気を占う台湾の主要19社の2018年12月の売上高を集計したところ、合計額は前年同月
比で1.3%減った。特殊要因のあった2月を除けば約2年ぶりの減収だ。ｽﾏﾎの失速や米中貿易摩擦
が影を落とし、世界で景気拡大をけん引してきたﾊｲﾃｸ分野の活況は曲がり角を迎えている。台湾は
世界の情報機器ﾒｰｶｰ向けに部品供給や生産受託を担う企業が集積している。毎月の売上高がIT
景気の先行指標として世界の投資家が注目している。
＊印TCS、13%増益…10～12月期最終　IT、欧米好調
ｲﾝﾄﾞITｻｰﾋﾞｽ最大手のﾀﾀ・ｺﾝｻﾙﾀﾝｼｰ・ｻｰﾋﾞｼｽﾞ（TCS)が10日発表した2018年10～12月期の連結決
算は、純利益が11億４千万㌦（約1230億円）と前年同期比13%増えた。売上高は52億5千万㌦と10%
増えた。英国は25%増、英国を除く欧州は18%増、ｱｼﾞｱ太平洋も13%増と大きく伸びた。最大市場の北
米は8%増の26億９千万㌦と全体の51%を占めた。業界別では金融向けが8%増。
・ﾗｼﾞｪｯｼｭ・ｺﾞﾋﾞﾅｻﾝCEOは「当面は高成長を維持できる」というが「世界のﾏｸﾛ経済の動向は予想が
難しい」と語った。

＊安川電機、経常益7%減…今期下振れ　中国受注一段と悪化
安川電機は10日、2019年2月期の連結経常利益が544億円になりそうだと発表した。従来予想を56
億円下まわる。下方修正は今期2度目だ。決算期変更で前期と単純比較できないが、18年3月まで
の12ヵ月間との比較では3%の増益予想から一転、7%減益になる。米中貿易戦争の激化に伴い、収
益源の中国で投資抑制の動きが想定以上に強くなっている。
＊廃ﾌﾟﾗ再生　投資拡大…中国の輸入規制　余波「処理コスト増」
中国が環境対策のために利用済みﾌﾟﾗｽﾁｯｸの輸入を規制した影響で、日本で廃ﾌﾟﾗをリｻｲｸﾙする
動きが広がっている。輸出できなくなった廃プラは排出量の1割に及び、資源再生各社は再生工場
を相次ぎ建設。ｻﾝﾄﾘｰHDは専門業者と組み再生設備を導入した。日本の再生率は向上しそうだ
が、国内での再生で廃ﾌﾟﾗが含まれる家電などの処理ｺｽﾄが上昇する可能性がある。

＊縫製工場でｽﾄ長期化…ﾊﾞﾝｸﾞﾗ　ｱﾊﾟﾚﾙ大手に影響も
中国に次ぐ世界2位の縫製品輸出国ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭで、縫製工場の労働者の大規模ｽﾄﾗｲｷが続いてい
る。政府による最低賃金引き上げが不平等だとして、数千人の労働者が首都ﾀﾞｯｶ周辺でｽﾄに突入
した。現地報道によると、9日時点で100以上の縫製工場が操業停止に陥った。
・同国の縫製産業は世界のｱﾊﾟﾚﾙ大手の既製服を年300億㌦（約3兆2千億円）分
　輸出し、輸出総額の80%を稼ぐ。13年に縫製工場の崩落で1千人が死亡。その後ｱﾊﾟﾚﾙ側の要請
で安全監査の徹底でｺｽﾄ増。
・さらなる賃上げで幕引きを図れば工場の収益悪化につながる。ｱﾊﾟﾚﾙのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ調達戦力に影響
を及ぼす。



2019/1/13 経済

2019/1/14 経済

2019/1/15 経済

2019/1/15 医薬

2019/1/15 経済

2019/1/16 経済

2019/1/16 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ等）

＊中国新車販売　前年割れ…昨年2.8%減、28年ぶり　貿易戦争が影
中国汽車工業協会は14日、2018年の新車販売台数が17年比2.8%減の2808万600台だったと発表し
た。17年にあった減税打ち切り前の駆け込み需要の反動減に加え、米中貿易戦争などによる景気
の先行き不透明感から、28年ぶりの前年割れとなった。

＊中国輸出入額前年割れ…対米不振、追加関税響く「12月」
中国の貿易が振るわない。中国税関総署が14日発表した2018年12月の貿易統計によると、輸出額
は前年同月比4%減の2212億㌦（約24兆円）、輸入額は同6%減の1641億㌦だった。輸出、輸入ともに
前年同月の水準を下回るのは、2年2ヵ月ぶり。追加関税の影響で貿易が低迷したほか、景気減速
で内需も弱含んでいるためだ。品目別にみると、輸出で柱となる携帯電話とﾊﾟｿｺﾝが前年割れとな
り、特に携帯電話は31%減と大きく落ち込んだ。もう一つの柱である衣類や織物もﾏｲﾅｽ、第3弾とし
て一部に10%の関税がかかり、東南ｱｼﾞｱ諸国との競合が激しくなっている。
・対米輸出は前年同月比4%減の402億㌦、輸入は同36%減の104億㌦、4ヵ月連続の前年割れで、減
少幅は93年以降で最大だ。
・輸出で稼ぐのは民間企業がほとんどだ。雇用の8割を占める民間企業の経営不振を通じ、雇用状
況のさらなる悪化を招く可能性がある。

＊「東芝家電」中国傘下で攻め…新興国でﾌﾞﾗﾝﾄﾞ磨く
家電大手・美的集団に売却された東芝の白物家電事業が復活の兆しを見せている。美的の生産拠
点や販売網を生かして、中国や東南ｱｼﾞｱで販売を拡大し、ｲﾝﾄﾞへの再参入も予定する。東芝傘下
では「お荷物扱い」だったが、美的の支援を受けて攻めに転じた格好だ。
・「東芝の先進的な技術を使った人気商品です」。12日、中国南部の広東省広州市にある美的の家
電販売店を訪ねると、美的の製品に交じって東芝ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの電子ﾚﾝｼﾞが置かれていた。美的の商品
に比べ、2倍ほど高い。
・東芝ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの白物家電は、中国で販売が振るわず15年に撤退。再び店頭に並ぶようになったの
は、16年に東芝ﾗｲﾌｽﾀｲﾙが美的に買収され、販売戦略に組みこまれたからだ。
・美的のもとで東芝ﾗｲﾌｽﾀｲﾙは東南ｱｼﾞｱをほぼ全体をｶﾊﾞｰした。

＊日本勢、採用で苦戦…知名度や報酬　欧米大手に劣る
ｲﾝﾄﾞの理系の最高峰とされるｲﾝﾄﾞ工科大学（IIT）で毎年12月に行われる企業の採用活動で、2018年
は日本企業の姿が目立った。IITは全国に23校ある。12月1日に解禁され2週間続く。人材ｻｰﾋﾞｽの
ﾌｫｰｽﾊﾞﾚｰ・ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ（東京・千代田）の竹田亜希取締役は「日本企業の関心は年々高まっている」
と話す。
・ﾏｲｸﾛｿﾌﾄは1000万ﾙﾋﾞｰ（約1500万円）を超える年収を提示。ｲﾝﾄﾞに拠点を構え、知名度や報酬な
どいずれの面でも日本企業の先をいく欧米大手は有利だ。
・IIT卒をﾌﾞﾗﾝﾄﾞとしてありがたがることに疑問を抱く企業関係者もいる。「ｴﾘｰﾄ意識の強い人が多く
入社後の扱いに手を焼く場合がある」（田島ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人事部長）。
・ブランド力を妄信せず、自社の理念や価値観、企業文化に共感できる人材を冷静に見極める重要
さは海外でも変わらない。

＊ｼｪｱ自転車ﾊﾞﾌﾞﾙ　終幕…過当競争　経営を圧迫
中国でｼｪｱ自転車各社の苦境が鮮明になっている。経営破綻や資金不足に陥る企業が相次ぎ、2
強の一角「ofo（ｵｯﾌｫ）」は海外市場からの撤退を続ける。市場拡大への期待と、補償金を先行獲得
できるうま味から一時70社が乱立したが、いまは消耗戦と保証金の請求に苦しむ。急成長した中国
初のﾋﾞｼﾞﾈｽは「ﾊﾞﾌﾞﾙ」の終幕を迎えるのも早かった。
・ｼｪｱを高めるための自転車の投入競争、修理費用、物流費の費用増大、車両
　放置問題等、もともと資産運用のための保証金目的で参入したと疑われる例。
・実情はなお健在＝ﾊﾛｰﾊﾞｲｸは保証金不要で拡大。自転車を使う需要は強い。

＊iPhone　中国で値下げ…強気一転　最大2割
米ｱｯﾌﾟﾙのｽﾏﾎ「iPhone」が中国で値下げされた。京東集団など主要なﾈｯﾄ通販ｻｲﾄで11日以降、価
格が1～2割下がった。ｱｯﾌﾟﾙ製品の価格引き下げは異例だ。18年秋に発売したiPhoneの新機種3ﾓ
ﾃﾞﾙの販売不振が鮮明なほか、米中貿易戦争に伴う中国経済の停滞が「予想を超えて進んでいた」
（ﾃｪﾑ･ｸｯｸ最高経営責任者）。ｱｯﾌﾟﾙ売上高の2割を占める中国事業は6四半期ぶりの減少となる。
・ﾌｧｰｳｪｲの最新機種の価格はiPhoneの半分程度。性能面でも差は縮んでいる。
・日本や欧州など他国でも値下げを求める。さらに販売が落ち込む恐れがある。

＊がんｹﾞﾉﾑ医療、全国で…厚労省　40病院で検査可能
厚生労働省はがん患者の遺伝子情報から最適な治療薬を運ぶ「がんｹﾞﾉﾑ医療」を全国で受けいれ
られるよう医療提供体制を作る。遺伝子検査を実施し治療方針を決める病院は中核拠点の大病院
11ヵ所に30ヵ所程度を追加し、合計約40ヵ所に整える。検査が示した保険外の抗がん剤治療と、保
険医療を組み合わせた混合治療を迅速に受けられるようにする。がんｹﾞﾉﾑ医療は2018年春にも保
険適用になる見通しで、がん患者の治療の選択肢が広がりそうだ。



2019/1/16 経済

2019/1/17 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ等）

2019/1/17 社会

2019/1/18 経済

2019/1/18 経済

2019/1/18 指導部

2019/1/19 医薬

＊ﾌｧｰｳｪｲ役員、疑惑を否定
中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は19日、複数の日本ﾒﾃﾞｨｱに広東省東莞市にあるｻｲ
ﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰの研究所を公開した。最高責任者のｼﾞｮﾝ・ｻﾌｫｰｸ上級副社長は「ﾊﾞｯｸﾄﾞｱ（裏口）」が組
み込まれているという疑惑に対し、「誰にも気づかれず組み込むことは不可能だ」と否定した。

＊ｴｰｻﾞｲ、早期退職300人　想定の3倍
ｴｰｻﾞｲは18日、早期退職の募集に300人が応じたと発表した。100人程度を見込んでいたところ3倍
の応募があった。総額約66億円の割増退職金を払う。早期退職は組織の若返りを進めるためで、
必要な人員は新卒採用を増やす。45歳以上で勤続5年以上の社員が対象。希望に応じて再就職を
支援する。
・19年3月期の連結純利益見通しは前期比16.7%増の605億円。業績は堅調、
　認知症など次世代を担う製品の研究開発を強化するため、必要な人員を確保。

＊日本電産、一転減益…今期14%減　中国で販売失速
永守重信会長は17日の会見で「11月、12月に尋常でない変化が起きた」「46年間経営をやってきて
月単位でこんなに落ち込んだのは始めてだ」などと述べた。
日本電産は17日2019年3月期の連結純利益が前年比14%減になるとの見通しだと発表した。実質的
な最高益更新を見込んでいた従来予想（12%増の1470憶円）から一転して減益となる。中国の景気
減速が響いて、主力のﾓｰﾀｰ販売などが落ち込んだ。工場の統廃合など構造改革に伴って240憶円
の費用も計上する。日本電産の減少は10年3月期以来9年ぶり、最終減益は13年3月期以来6年ぶ
りとなる。
・決算発表ｼｰｽﾞﾝを控え、「米中貿易摩擦による企業業績への悪影響」への警戒感が株式市場で強
まりそうだ。

＊新興市場で不正蔓延…銀行「温床」高額報酬を改めよ
ﾏﾚｰｼｱ政府系ﾌｧﾝﾄﾞ「１MDB」で数十億㌦が不正流用された問題で同国の検察当局は１MDBの債権
発行を手掛けた米金融大手ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽと元行員2人を刑事訴追した。どんな結果になるのであ
ろうか。ｱｼﾞｱではｶﾞﾊﾞﾅﾝｽが機能しておらず、詐欺、不正、縁故主義が横行。外資系銀行は地元の
「習慣」を見て見ぬふりをして取引する。そこでの商取引の鍵はｺﾈ作りだ。顧客を口説くための接
待、顧客の子弟や親族を採用、重要な役職に就かせるのも一般的だ。
・米JPﾓﾙｶﾞﾝは2016年、中国で利益の多いﾋﾞｼﾞﾈｽ獲得のため政府高官の親族を縁故採用。これを
米海外腐敗行為防止法（FCPA)違反で2億6400万㌦の制裁金を科された。
・顧客と銀行は腐った関係でつながっている。高額報酬は不正行為の大きな誘因だ。銀行は手数料
獲得に血道をあげ、報酬は業績連動。これでは倫理的行動を求めても困難だ。腐敗は蔓延し、政府
や企業のﾄｯﾌﾟも容認。倫理的行動を求める法制定はほぼ不可能に近い。不正行為を減らすには誘
因を変える事。

＊中国「20兆円減税」上積み…景気失速の阻止急ぐ
中国が2019年も大型減税を続ける。当初計画を上回る1兆3千億元（21兆円）の減税を実施、19年は
さらに上積みする。李克強首相は15日、経営者との会合で「経済成長率は大きな上下動はダメだ
し、崖から落ちるような急落はさらにダメだ」と強調した。19年の経済運営方針では「さらに大規模な
減税・手数料軽減を実施する」と明記した。市場では「1兆5千億元を超える」との見方がある。
・中国が大規模減税を続ければ税収基盤はもろくなる。少子高齢化で中国の社会保障予算は年金
を中心に急拡大している。中国の中央政府の財政は比較的健全だが、大規模減税は将来の財政
基盤を弱める恐れがある。

＊ｲﾝﾄﾞ農機市場　日米印　開拓競争…ｸﾎﾞﾀ・合弁で現地生産
ﾄﾗｸﾀｰ出荷台数で世界最大のｲﾝﾄﾞ市場を巡り世界大手による競合が激しくなってきた。ｸﾎﾞﾀは現地
大手と合弁で現地生産に乗りだす。世界首位の米ﾃﾞｨｱはｴﾝｼﾞﾝの増産を計画。地場最大手ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・
ｱﾝﾄﾞ･ﾏﾋﾝﾄﾞﾗは製品力、販売網、金融など総合力で迎え撃つ。成長が見込める同国の開拓は農機
業界でも各社の世界戦略の要だ。.
・省都ﾑﾝﾊﾞｲから南東へ20㎞の農村。世界大手のCNHｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ製からｸﾎﾞﾀのﾄﾗｸﾀｰに乗り換えた
ﾆﾃｨﾝさんは「畑から工場まで往復16㌔で燃料が3～4㍑節約出来るからね。燃費が良い上、騒音や
振動が少ない」という。
・18年1～9月の販売台数は6700台と前年同期間の約1.5倍だが、まだｼｪｱは1%。

＊新車市場縮小で選択・集中…次世代車の開発を急ぐ
　　中国ー昨年28年ぶり減、米国ーﾏｲﾅｽ予測
世界の自動車市場が転機を迎えた。最大市場の中国と2位の米国で新車販売が急減速している。
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞの台頭などで日米欧市場は今後、縮小に転じる見通し。自動車ﾒｰｶｰ各社はEVや自動
運転など次世代車の開発を急ぐが、全てを1社でこなすのは難しい。選択と集中で得意分野を伸ば
し、他社と相互補完する提携戦略が本格化する。
・米中で販売5割＝世界の新車販売台数のうち中国が3割、米国が2割と両国で5割を占める。市場
減速は部品供給のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに大きく影響を及ぼす。ｱﾘｯｸｽ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞのｱﾚｸｻﾝﾄﾞﾙ・ﾏﾘアン氏は
「自動車業界は世界的な景気後退を想定した準備を進めるべき」と指摘する。
・新車販売の低迷は構造的問題をはらむ。自動車のｼｪｱﾘﾝｸﾞなど「所有」から「利用　」に移る消費動
向の変化だ。



2019/1/19 医薬

2019/1/19 経済

2019/1/22 経済

2019/1/22 社会

2019/1/22 経済

2019/1/23 経済

2019/1/23 東南ｱｼﾞｱ

＊中国経済の減速鮮明…18年成長率　28年ぶり低水準（指標　秋以降急変）
中国経済の減速が鮮明だ。2018年の実質成長率は6.6%と28年ぶりの低水準で18年10～12月期は
6.4%に落ちた。7～9月期比での低下幅は0.1㌽にすぎないが、消費などの主要指標は米中貿易戦争
の影響が本格化した秋以降に急変している。中国の債務問題も尾を引き、19年も成長の下振れは
必至だ。危機感を強める中国当局は減税と金融緩和で景気の腰折れ回避を急ぐ。
・実態の深刻さを見るには個別の指標をみる必要がある＝小売りの売上げは中堅以上の伸びは春
先の9%から11、12月は2%に失速、実質はｾﾞﾛ成長だ。輸入も10月の21%増から１2月は8%減。卸売物
価指数の上昇率も12月は0.9%まで縮小。
・秋から主要製品（ﾛﾎﾞｯﾄ、工作機械、ｽﾏﾎ、自動車等）の生産量が落ちた。
・債務削減も響く。ｲﾝﾌﾗ投資は17年の19%増から18年は4%増。債務不履行も過去最高を更新した。
ｴｺﾉﾐｽﾄは19年の成長率を6%強と見込む。なりふり構わぬ対策をとる可能性がある。

＊ﾌｧｰｳｪｲCEO「各国の法令順守」…創業者、包囲網に危機感
中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）を創業した任正非CEO（74）が18日、日経新聞などの
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰに応じた。安全保障上の概念から同社製品を排除する動きが米欧や日本で広がる。「各国
の法令順守している」。任COEは疑惑を全面否定した。めったにﾒﾃﾞｨｱに登場しない任氏は今週は欧
米などの取材に応じた。
・「中国政府から不公平な情報提供の要請はない」「顧客企業の不利益につながるような情報提供
を政府が求めたとしても拒絶する」、さらに「これまで顧客に安全上の問題が起きたことはない」など
と、製品の安全性を強調した。
・「当社はZTEのようにはならない。制裁があっても代替製品を生産できる。制裁の影響は大きくな
い」「個人的に日本政府から排除される動きを感じてない。日本社会には受け入れてもらえると思う」

＊世界経済３．５%成長に減速…IMF、19年予測修正　欧州など下振れ
世界の成長率予測を下方修正＝世界全体「19年3.5%（▲0.2）、20年3.6%（▲0.1）」
　日本「19年1.1（0.2）、20年0.5（0.2」、米国「19年2.5（0．0）、20年1.8（0.0）」
　ﾕｰﾛ圏「19年1.6（▲0.3）、20年1.7（0.0）」、中国「19年6.2（0.0）、20年6.2（0.0）」
　ﾛｼｱ「19年1.6（▲0.2）、20年1.7（▲0.1）」、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ「19年2.5（0.1）、20年2.2（▲0.1）
　　（注）単位は%、ｶｯｺ内は18年10月時点の予測からの修正幅、▲はﾏｲﾅｽ
＊中国鉄鋼、過剰懸念再び…車・家電向け軒並み需要減
中国の鉄鋼の過剰生産能力に対する懸念が再び強まってきた。需要をけん引してきた自動車や家
電の販売が減少し、鉄鋼製品価格が下落に転じたためだ。中国政府は2016年から生産設備の削減
に取り組み、中国の過剰生産が世界の市況を乱す「鉄冷え」を一時抑えた。だが、需要減で受給
ｷﾞｬｯﾌﾟが再び広がることを懸念し、一弾の削減を進める必要があると判断した模様。

＊生産拠点、東南ｱｼﾞｱ優位…貿易戦争・TPPで恩恵
貿易を巡る世界的な環境変化で、生産拠点としての東南ｱｼﾞｱの優位性が高まっている。丸紅はﾍﾞﾄ
ﾅﾑで段ﾎﾞｰﾙ製造に参入、ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞも縫製工場を増やす。人件費が高騰する中国から生産を
移転する動きはあったが、米国が中国製品に制裁関税をかけたことでこの流れが加速。ﾍﾞﾄﾅﾑやﾏ
ﾚｰｼｱなど11ヵ国が参加する環太平洋経済連携協定（TPP11）の発効で関税撤廃の恩恵を受ける。

＊中国DJI、調達で不正…差額の一部を横領　損失160憶円
ﾄﾞﾛｰﾝ世界最大手の中国DJIで大掛かりな不正が発覚したことが分かった。同社社員が部品の調達
先と手を組み、実際の部品価格よりも高い値段で取引し、本来価格との差額分の一部を社員が横
領していた。29人が解雇、損失は10億元規模。
中国の企業で不正が明らかになるのは珍しくないが、中国有数のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業で巨額不正が発覚
したことに、中国国内も驚きを隠せない。
・最近では「TikTok」の運営会社北京字節跳動科技でも430万元の賄賂授受する。

＊未来の医療　万博で発信…夢洲・梅北舞台に「塩野義製薬・手代木社長」
・19年は万博開催に向けた取り組みが始まる
ー「人口減少期に入る日本では『どう人生の最後を迎えるか』が大きなﾃｰﾏだ。万博のﾃｰﾏとしては
難しい。日本の高齢化は世界から注目され、実験的展示があれば目玉になる」。
・どのような展示が考えられるか
ー「万博会場の夢洲（ゆめしま）を『あすこに行けば健康長寿が約束される』という未来のｽﾏｰﾄﾀｳﾝ
にする。住まい、医療機関、観光地も揃った街。若い世代も住み、生活のﾃﾞｰﾀを蓄積し、ﾍﾙｽ関連
のﾋﾞｼﾞﾈｽに役立てる」。「うめきた（JR大阪駅北側の再開発ｴﾘｱ）のような、都市機能のなかに病院
が溶け込む新しい姿だ。集めたﾃﾞｰﾀを夢洲に送り、ﾃﾞｰﾀ活用すればよい」。
・現在の社会保障制度が存続するのか不安
ー国民皆保険制度は世界に冠たる制度だ。制度維持のために赤字国債を乱発。高齢者が不要不
急な薬を受ける問題がある。その薬は若い世代が返す。いかに日本人が恵まれているか自覚し、
何を我慢すべきか議論すべきだ」。
〇本当に困っている人のためにﾘｽｸを負って開発するのが医薬業界の使命だ。
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2019/1/25 経済 ＊韓国　2.6%成長に減速…半導体や中国景気懸念
韓国銀行（中央銀行）は24日、2019年の国内総生産（GDP) 成長率見通しを従来の2.7%から2.6%に
下方修正した。半導体が失速したほか、最大の貿易相手国の中国は景気減速、悪材料ばかりが目
立つ。さらに民間予測は厳しく、韓国経済の閉塞感はさらに強まる。
・民間ｼﾝｸﾀﾝｸの多くは19年の成長率は2.4～2.5%と予想する。EY韓英の新年セミナーに参加した企
業人211人の92%が「19年の見通しは暗い」と回答。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ通販ﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱ　ﾃﾞｰﾀ駆使　本拠守る…島々へ配送　最適化
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販最大手、ﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱはﾃﾞｰﾀを駆使した国内の地盤固めを急ぐ。膨大な販売
ﾃﾞｰﾀをAIで分析し、需要を予測して、約1万7千の島々からなる同国で配達の時間とｺｽﾄを抑える。販
売ﾃﾞｰﾀから出店者の信用を評価して融資することも計画する。国内展開に留まる企業ながら、世界
大手にならって競争力を高め、巨大市場を狙う国内外の企業に対抗する。
・ﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱは総取扱高は約7千億円。4年間で77倍に急拡大した。訪問者ﾍﾞｰｽのｼｪｱは約4割。2億６
千万人の巨大市場で優位を維持することだ。

＊輸入車規制1年　揺れるﾍﾞﾄﾅﾑ…地場ﾒｰｶｰ育成　道半ば
ﾍﾞﾄﾅﾑ政府が自動車の国内生産を推進するため突如、輸入車の規制に踏み切ってから1年が立
つ。強引な政策で混乱は今も続くが、政府はさらに自国生産の拡大を促す政策を打ち出す予定。い
や気がさした米GMは昨年現地生産から撤退した。
18年1月、ASEANの貿易自由化に従い、従来30%だった輸入車の域内関税を撤廃し、ｾﾞﾛにした。し
かし、実態は違った。「政令116号」と呼ぶ輸入制限をかけた。それは「世界でも例を見ない細かい措
置」を義務付けした。
・18年の新車販売も輸入規制で混乱はあったが、好調な国内経済が後押しし、前年比で5.8%増の約
29万台を確保した。
・政府は10%の現地調達率を20年までに35～40%までに引き上げる目標。
＊中国新車販売　日産、19年は160万台目指す…EVなど新車投入
日産自動車の中国合弁会社、東風汽車ﾄｯﾌﾟの内田誠総裁が日経新聞のｲﾝﾀﾋﾞｭｰに応じ、2019年に
は前年実績の2.3%増をめざす。
・中国市場が28年ぶりに前年割れとなるなど市場は停滞感が漂う。ただ「今年の下半期には成長が
回復する」と指摘。同社はEVなど新車種を投入予定
・日産の18年の中国販売台数は2.9%増の156万台、6年連続最高、日系で首位。
・19年について、下半期は政府による消費刺激策などが寄与して持ち直す。

＊ｲﾝﾄﾞ国内航空旅客　最高…昨年1.3億人　空港新設や増便で
ｲﾝﾄﾞの2018年の国内における航空旅客数が前年比19%増の1億3897万人となり、過去最高を更新し
た。経済成長に伴い需要が旺盛で、4年前の2倍になった。空港が新設・拡張され、航空会社による
増便が後押しした。今後も空港の新設や増便が計画されており、旅客数は右肩上がりが続くそう
だ。

＊中国ﾊｲﾃｸ生産急減…部品・装置　対中輸出ﾌﾞﾚｰｷ「景気の重荷に」
中国でﾊｲﾃｸ製品の生産が減少。日本からの半導体製造装置の輸出は2018年12月に前年同月比
34%減。韓国からの半導体の輸出も減少。中国での生産減が世界の半導体市場やﾊｲﾃｸ景気の冷
え込みを示す。関連企業の業績が悪化している。
・12月は韓国の半導体輸出も前年同月比で19%減り、台湾から中国への輸出総額も9.9%減少した。
ﾊｲﾃｸが主力の台湾は輸出の4割が中国向けだ。
・村田製作所、TDK、京ｾﾗ、日本電産、ｱﾙﾌﾟｽｱﾙﾊﾟｲﾝ、日本電工の6社の電子部品の受注額は10～
12月期は約1兆5300億円と前年比で3%減り、9四半期ぶりのﾏｲﾅｽとなった。成長ﾄﾚﾝﾄﾞが途切れた。
ﾀﾞｳﾝｻｲｸﾙの可能性もあり。
＊住商、豪で太陽光事業…施工会社買収へ　蓄電設備を拡販
住友商事はｵｰｽﾄﾗﾘｱで分散電源事業に参入する。西豪州で太陽光発電所の施工などを手掛けるｲ
ﾝﾌｨﾆｯﾄ・ｴﾅｼﾞｰ（ﾊﾞｰｽ市）を今月下旬に買収し、100%子会社とする。数十億円を投じて全株式を取得
するほか、太陽光ﾊﾟﾈﾙや蓄電池の設備導入を進める。豪州は人口密度が小さく、電気代のうち4割
が送配電ｺｽﾄが占める。太陽光発電はコストがかからない。

＊中国、金保有を拡大…米国債は減少、ﾛｼｱ・ﾄﾙｺ「探るﾄﾞﾙ離れ」
中国が2018年12月末に外貨準備で保有する金を2年2ヵ月ぶり増やした。米国債の保有を昨夏から
減らす一方、東南ｱｼﾞｱでは人民元の利用を促す試みを始めた。ﾛｼｱやﾄﾙｺも昨年、外貨準備の米
国債を8割減らした。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権の強硬外交の影響でﾄﾞﾙ離れを探る動きが広がり、その余波が金
市場にも及びつつある格好だ。ただ、基軸通貨ﾄﾞﾙの存在感は大きく、各国の「脱ﾄﾞﾙ」は一筋縄では
進まないとみられる。
・中国の金保有量は昨年末に1852㌧と前月末より10㌧増えた。約760億㌦（8兆円
・米国債の保有は減っている。昨年10月で1兆1389億㌦（約125兆円）と5ヵ月連続減。昨秋まで景気
変調を受けた。人民元の下落圧力に直面し、自国通貨買い・ﾄﾞﾙ売りの為替介入を進めたのも減少
の一因。
・ASEANとの貿易に人民元を使うことを促すほか国境を越えた金融投資も後押し。
・習近平総書記は21日の学習会で「つかみどころのない国際情勢に直面し、我々は『黒い白鳥』を高
度に警戒しなければならない」と強調。
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＊５G半導体を独自開発…ﾌｧｰｳｪｲ、脱・米依存狙う
中国通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は24日、次世代通信規格「５G」向けの半導体を開発し
たと発表した。近く発売する５G対応のｽﾏﾎに搭載する。米企業に技術で先行しｼｪｱ拡大を狙う。5割
の自給率を7割程度まで高める。
・５G対応の半導体「ﾊﾞﾛﾝ5000」は現行の４Gに比べ10倍の通信速度を実現。米ｸｱｱﾙｺﾑの2倍の通
信速度を確保した。
・ﾌｧｰｳｪｲなど中国の通信機器に対する各国の対応
　　排除＝米国、豪州、ﾆｭｰｼﾞﾗﾝﾄﾞ、日本。受け入れ＝ｶﾅﾀﾞ（現地大手が支持）
　　排除の可能性＝ﾄﾞｲﾂ、英国、ﾌﾗﾝｽ

＊米ｼｪｰﾙ製品あふれる…市況急落。日本勢に痛手
米中貿易戦争が日本の石油化学業界に影響を及ぼし始めている。米国ではｼｪｰﾙｶﾞｽから基礎化
学品のｴﾁﾚﾝなどを造るﾌﾟﾗﾝﾄが相次ぎ稼働したが、最大の輸出先と見込んでいた中国が米国製品
の輸入関税を25%引き上げ、輸出が細った。行き所を失った製品がｱｼﾞｱなど他地域に流入し市況は
急落。米中の貿易戦争が長引けば、好調だった日本の石化各社の業績の足を引っ張りそうだ。
・中国に輸出できなくなった米国のｼｪｰﾙ由来のｴﾁﾚﾝなどが東南ｱｼﾞｱなど他地域に流入し市況は急
落。間接だが18年後半に入ってｼｪｰﾙの影響が出始めた。

＊武田、大阪本社ﾋﾞﾙ売却…500億円　米不動産ﾌｧﾝﾄﾞに
武田薬品工業は大阪市内の本社ﾋﾞﾙを米国の不動産ﾌｧﾝﾄﾞに売却する。周辺のﾋﾞﾙなどもまとめて
売却し、総額は500億円程度とみられる。武田は1月にｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手のｼｬｲｱｰ製薬を買収した
ことで、足元で5兆円超の純有利子負債を抱える。18年3月末時点と比べ8倍に拡大。巨額負債で膨
らんだ負債の削減を急ぐ。
・武田の創業の地・道修町のｼﾝﾎﾞﾙとなる建物「武田御堂筋ﾋﾞﾙ」（現在も登記上の本社）を売却す
る。売却後も賃貸に切り替え使用する。武田ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ本社（東京・中央）は保有続ける。

＊40億人　革新の先頭に…未踏の領域　迫る試練
ｱｼﾞｱの発展が新たな局面に入った。先進国の背中を負うだけの時代は過ぎ、時に革新の先頭に立
つ場面も出てきた。世界の人口の半分という「数」の潜在力を解き放ち、自ら台頭が引き起こす新た
な試練をも克服しながら、古いｱｼﾞｱ像を越えていけるか。
・ｱｼﾞｱでは国民の自由より国家の発展を優先する「開発独裁」など総動員体制で先進国を追いか
け、世界銀行が「奇跡」と呼ぶ急成長を果たした。

＊中国旅行ｻｲﾄの顔　暗雲…景気減速、成長に影
中国旅行ｻｲﾄ最大手の携程旅行網（ｼ-ﾄﾘｯﾌﾟ）が成長の踊り場を迎えている。旅行熱の高まりやｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄの普及を追い風に急成長したが、足元では利益の伸びが鈍化する見通しだ。景気減速の影
響が旅行需要に及びかねないうえ、巨大ﾈｯﾄ企業のﾃﾝｾﾝﾄなどとの競争が本格化してきたためだ。
海外展開強化など新たな手を打つものの先行きは不透明だ。
・設立20年、提案力でｼｪｱ6割。利用3億人、ﾃﾞｰﾀｰを駆使する。

＊ﾀｲ病院の雄　内憂外患…医療ﾂｰﾘｽﾞﾑに影
東南ｱｼﾞｱ最大級の病院ﾁｪｰﾝﾀｲのﾊﾞﾝｺｸ・ﾄﾞｩｼｯﾄ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ・ｻｰﾋﾞｼｽﾞ（BDMS)が揺れている。50近い
病院を擁する巨大ｸﾞﾙｰﾌﾟを作り上げた創業者ﾄｯﾌﾟが不祥事で辞任。さらにﾀｲ政府が病院の医療費
の統制を始めたことで、収益悪化の懸念が広がっている。同社は世界でも先進的な医療ﾂｰﾘｽﾞﾑの
ｻｰﾋﾞｽで知られているが、今後の競争力に影響が出る恐れがある。
・ﾌﾟﾗｻｰﾄCEOは航空会社株に絡む不正取引をﾀｲ証券取引委員会（SEC)から指摘されている。
BDMSはﾀｲとｶﾝﾎﾞｼﾞｱに計47の病院を抱える。安全性の面でも、日本の大病院でさえ取得にてこず
る国際認定をいくつも受けるほどの実力。
・時価総額は三井物産が筆頭株主であるﾏﾚｰｼｱのIHHﾍﾙｽｹｱと並び、世界の病院ﾁｪｰﾝで5指に入
る水準。強みは、外国から診療や検査目的で訪れる医療ﾂｰﾘｽﾞﾑのｻｰﾋﾞｽの質の高さだ。対応する
言語は20ヵ国以上、ｱﾗﾋﾞｱ、日本、中国語等。先進国に比べて割安な料金で高度な医療サービスが
受けられる。

＊ﾌｫｰﾄﾞ　弱まる競争力…10～12月赤字　中国販売6割減
2018年10～12月期決算で、四半期でみて2年ぶりの最終赤字に転落。ﾊｹｯﾄCEOは手詰まりに陥り
つつある。最終赤字の原因を「制御不能ないくつかの逆風」と説明した。逆風は「関税」「原材料の上
昇」「為替」「ﾀｶﾀ製ｴｱﾊﾞｯｸで、年330億㌦（約3620億円）の減益要因だという。だが、競合より新車が
少ないなどで競争力が落ちている。約5割も占める米国市場も年2%減った。
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＊中国車載電池　淘汰の波…日韓勢と真っ向勝負
世界最大である中国の電気自動車（EV)用の電池市場で「2020年問題」が浮上している。EV業界の
支援を続けてきた中国政府が20年に補助金を打ち切り、中国の多く
の電池企業が淘汰される見通しだからだ。生き残るのは寧徳時代新能源科技（CATL)や比亜迪
（BYD)など一部の大手企業のみともされる。中国景気に陰りが見える中、政府が推進してきたEVｼﾌ
ﾄにも暗雲が垂れ込める。
・BYDと並ぶCATLの曽毓群会長は「台風で舞い上がる豚は本当に飛べるか」という　ﾒｯｾｰｼﾞを社員
に投げかけている。台風は補助金、豚は技術力の低い中国の電池ﾒｰｶｰを指す。補助金頼みから
脱したいと必死でもがく。

＊現代自不振（前期営業47%減益）　部品を直撃…大手の破綻　相次ぐ
韓国の現代自動車の不振が同国の車産業を直撃している。2018年12月通期の連結営業利益は主
力の対米輸出の伸び悩みなどで、前の期より47%減った。現代自が直接取引する地元の1次部品ﾒｰ
ｶｰ（ﾃｨｱ１）は同社への依存度が8割と高い。18年には、現代自のﾃｨｱ１で08年世界金融危機後、初
めて複数の経営破綻が起きた。部品大手の衰退は韓国の車産業の復活を厳しくしかねない。
・現代自動車と傘下の起亜自動車と合わせ韓国市場は7割のｼｪｱを握る。

＊落日の台湾ITﾌﾞﾗﾝﾄﾞ…ｴｲｻｰ、ﾊﾟｿｺﾝ苦戦「中低価格　中韓に後れ」
台湾発のITﾌﾞﾗﾝﾄﾞの存在感が消えかかっている。華碩電脳（ｴｲｴｰｽ）や宏達国際電子（HTC)はｽﾏﾎ
の世界ｼｪｱが1%未満に低下し、PCでも宏碁（ｴｲｻｰ）などの苦戦が鮮明だ。米ｱｯﾌﾟﾙとの真っ向勝負
を避け中低価格市場を狙う戦略だったが、中韓勢の台頭を許した。ｹﾞｰﾑ向けなど隙間市場で反転
の道を探るが、展望は見えてない。
・「ｻﾑｽﾝや中国製品の方がお得ですよ」。台北市内の通信会社系の携帯電話ｼｮｯﾌﾟで台湾ｽﾏﾎの
購入の相談で、女性店員はこう答えた。
・ｹﾞｰﾑ向け製品や電動ｽｸｰﾀｰなど特定分野に絞った市場に生存の道を見出す。

＊中国、景気対策40兆円超…減税やｲﾝﾌﾗに「債務問題への警戒なお」
中国が景気対策の規模を拡大している。昨秋以降に固まった対策は減税とｲﾝﾌﾗ投資だけで2兆5千
億元（約40兆円）超に上り、銀行の資本増強支援など金融面の対策も強化する。下押し圧力が高ま
る景気の失速を防ぐことに全力をあげる。ただ、過剰債務問題への警戒も緩めておらず、ﾌﾞﾚｰｷを
踏みながらの対策となっている。
〇中国は景気対策を総動員し始めたが…
　金融＝・対策「①預金準備率を計4回、3.5㌽さげ②人民銀行の市中銀行向け
　　　　　　　　　　　 貸出し金利下げ③銀行の資本増強を人民銀行が支援」
            ・副作用「過剰流動性で資産ﾊﾞﾌﾞﾙを誘発」
　減税＝・対策「①1月から所得減税と中小企業減税、増値税（付加価値税）下げ
　　　　　　　　　　②19年の減税・手数料下げは1.3兆元（21兆円）超」
　　　　　 ・副作用「借金返済や貯蓄に回るだけの恐れ。将来の財政悪化も」
　公共投資＝・対策「①地方政府のｲﾝﾌﾗ債権を大幅増発、発行を１月から前倒し
　　　　　　　　　　　　　②18年10～12月期のｲﾝﾌﾗ投資の認可金額は高水準」
　　　　　　　＝・副作用「地方債務のさらなる拡大も」
　消費＝・対策「①農村の家電・車購入に補助金」
　　　　　 ・副作用「単なる需要の先食いになる恐れ」

＊ﾌｧｰｳｪｲ封じ一段と…法人起訴　米、組織ぐるみ認定
〇米当局はﾌｧｰｳｪｲに対して幅広い罪で起訴した
　●制裁対象のｲﾗﾝとの取引
　　①被告＝ﾌｧｰｳｪｲ、関連会社・ｽｶｲｺﾑﾃｯｸ。
　　　 主な罪＝銀行詐欺、通信詐欺、国際緊急経済、権限法違反、資金洗浄。
　　　 内容＝ｽｶｲｺﾑを通じてｲﾗﾝと製品や金銭を取引
　　②被告＝ﾌｧｰｳｪｲと米国関連会社。
　　　 主な罪＝司法妨害。
　　　 内容＝ｲﾗﾝとの取引を知る関係者を中国に移し、米国内の証拠を隠滅
　　③被告＝孟副会長。
　　　 主な罪＝銀行詐欺、通信詐欺。
　　　 内容＝金融機関に「ｽｶｲｺﾑと無関係」とｳｿを説明
　●米Tﾓﾊﾞｲﾙから企業秘密を盗む
　　①被告＝ﾌｧｰｳｪｲと米国関連会社。
　　　 主な罪＝企業秘密の窃盗、通信詐欺、司法妨害。
　　　 内容＝携帯電話の品質管理ﾛﾎﾞｯﾄを撮影、ｻｲｽﾞを計測
・ﾌｧｰｳｪｲの中国本社では競合他社の機密情報を盗んだ従業員にﾎﾞｰﾅｽを支給する方針を提示す
るなど全社的に窃盗を奨励していたと主張。


